
新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ
く

令
和
元
年
度
の
財
務
書
類
を
公
表

▪資産の部
1,426億円

▪負債の部
市債など将来世代
の負担額

256億円

▪純資産の部
市税など今までの
世代の負担額

1,170億円

固定資産
道路・施設など

1,212億円

流動資産
現金・預金など

93億円

　
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
か
か
っ
た
消

費
的
な
支
出
の
内
訳
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
貸
借
対
照
表
の「
純
資
産
の
部
」の
一

年
間
の
変
動
を
示
し
て
い
ま
す
。

　
現
金
の
流
れ
を
示
し
、ど
の
よ
う
な
活
動

に
資
金
を
使
用
し
た
か
を
表
し
て
い
ま
す
。

本
市
の
財
政
状
況
に
つ
い
て
、一
年
間
の
現
金
収
支
に
年
度
末
の
資
産
や
負
債

の
状
況
な
ど
を
加
え
て
、企
業
の
決
算
に
準
じ
た
形
で
公
表
し
て
い
ま

す
。総
務
省
が
示
す「
統
一
的
な
基
準
」で
作
成
し
た
、普
通
会
計
の
財
務
書
類
４
表
を
用

い
て
説
明
し
ま
す
。

▼
財
政
課
☎
27‐８
６
０
１

　
表
の
左
側（
資
産
の
部
）に
は
本
市
が
所
有
す
る
資
産
の
種

類
と
金
額
を
、右
側（
負
債
の
部・純
資
産
の
部
）は
そ
の
資
産

を
取
得
し
た
と
き
の
財
源
の
出
ど
こ
ろ
を
示
し
て
い
ま
す
。

Ⓐ経常費用 288 億円

  　
内
訳

業務費用
人件費・消耗品費など 188 億円

移転費用
社会保障費・補助金など 100 億円

Ⓑ経常収益（使用料・分担金など） 18 億円

Ⓒ純経常行政コスト（Ⓐ－Ⓑ） 270 億円

Ⓓ臨時損失 3 億円

Ⓔ臨時利益 0 億円

Ⓕ純行政コスト（Ⓒ＋Ⓓ－Ⓔ） 273 億円

Ⓖ平成30 年度末 純資産残高 1,205 億円

Ⓗ１年間の変動 △ 35 億円
　
　

    
内　
訳

Ⓕ純行政コスト △ 273 億円

税収・国庫補助金など 240 億円

資産評価差額など △２億円

Ⓘ令和元年度末 純資産残高 1,170 億円
　（Ⓖ＋Ⓗ）

Ⓙ平成30 年度末 資金残高  24 億円

Ⓚ１年間の変動 △ 10 億円

内
訳

業務活動収支
人件費・物件費・市税など 24 億円

投資活動収支
建設費・基金繰入金など △ 27 億円

財務活動収支
償還金・借入金など △ 7 億円

Ⓛ歳計外現金増減 0 億円
Ⓜ令和元年度末 資金残高 14 億円
　（Ⓙ＋Ⓚ＋Ⓛ）

財
務
書
類
か
ら
分
か
る
こ
と

（
前
年
度
比
）

①
純
資
産
比
率
82・０
％ （
△
０・４
％
）

総
資
産
の
う
ち
、負
債
を
除
い
た
純

資
産
の
割
合
で
す
。税
収
の
減
少
な

ど
に
よ
り
、前
年
度
よ
り
も
減
少
し

ま
し
た
。

②
１
人
当
た
り
市
債
残
高

28
万
５
千
円（
＋
０・７
万
円
）

新
斎
場
建
設
な
ど
に
伴
う
新
規
の

借
り
入
れ
が
大
き
い
こ
と
か
ら
、市

債
残
高
が
前
年
度
よ
り
も
増
加
し

ま
し
た
。

分析

投資その他資産
基金・出資金など

121億円

貸
借
対
照
表（
Ｒ
２・３・31
現
在
）

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

（
Ｈ
31・４・１
～
Ｒ
２・３・31
）

純
資
産
変
動
計
算
書

（
Ｈ
31・４・１
～
Ｒ
２・３・31
）

資
金
収
支
計
算
書

（
Ｈ
31・４・１
～
Ｒ
２・３・31
）
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